
2

設の処理能力の維持に

2

努めた。

成果

　施設の老朽化に伴い修繕箇所、修繕の頻度ともに増加傾向にある。第1不燃物埋立場は廃止に向けて現在の状態を維持

しつつ、廃止を見据えた修繕計画により修繕費の削減を図る。
課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度 ３０年度

 
指標

 
指標

 
他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度 ２７年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 7,551 16,995 29,936 30,000 合計 29,936,088 円
需用費 29,936,088 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0

一般財源 7,551 16,995 29,936 30,000

職員人件費　② 701 704 1,567 1,521

総事業費（①＋②） 8,252 17,699 31,503 31,521

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２７年度特定財源名称

２７年度までの累積事業費 0

２９年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成２

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ

８

　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　

年

∨

Ａ
　
事
　
業
　
概
　
要

度

総合計画
分野 都市環境

（

基本施策 循環型社会・

平

環境保全
施策体系

施策

成

の内容 ごみ・し尿の適

２

正な処理

目
　
　
　
的

　

７

放流水の水質確保に欠

年

かせない不燃物埋立

主

度

た
る
内
容

　第1及び第

評

2不燃物埋立場浸出液

価

処理施設の
場浸出液処

）

理施設の計画的な修繕

刈

を実施し、 各種ポンプ

谷

等設備の取替え及び修

市

繕を実施す
施設の処理

事

能力を維持する。 る。

務

位
置
づ
け

関連計画 刈谷

事

市一般廃棄物処理基本

業

計画

根拠法令 廃棄物の

評

処理及び清掃に関する

価

法律

対象者 対象者を限

シ

定せず 事業期間 昭和４

ー

８年度 ～

実施方法 □直

ト

営　■委託　□指定管

（

理　□補助・助成　□

様

その他

式１）

会計名 担当

Ｂ
　
事
　
業

部

　
実
　
績

２５年度実績

産

２６年度実績 ２７年度

業

実績 ２８年度計画

有機

環

汚濁モニター点検整備

境

・活性炭吸着塔点検修

部

繕 ・活性炭吸着塔点検

一

修繕 ・第1不燃物埋立

般

場浸出液処理
活性炭吸

会

着塔配管修繕 ・曝気攪

計

拌ブロワ点検修繕 ・曝

施

気攪拌ブロワ点検修繕

設

　施設修繕
ブロワ設備

補

制御盤修繕 ・生物汚泥

修

引抜きポンプ修繕 ・有

事

機汚濁モニター修繕 ・

業

第2不燃物埋立場浸出

担

液処理
超音波流量計取

当

替修繕 ・ろ過ポンプ配

課

管等修繕 ・砂ろ過器点

ご

検整備 　施設修繕
・混

み

和槽撹拌機取替修繕 ・

減

苛性ソーダ注入ポンプ

量

修繕 ・第1不燃物埋立

推

場減容機修繕
・砂ろ過

進

器点検整備 ・水槽内部

課

装置点検修繕 ・第2不

款

燃物埋立場壁面遮光シ

項

・有機汚濁モニター点

目

検整備 ・塩化第二鉄注

担

入ポンプタン 　ート修

当

繕
・原水計量槽取替修

係

繕 　ク取替修繕
・原水

資

槽水位計取替修繕 ・天

源

蓋取替修繕
・処理水ポ

・

ンプ取替修繕 ・制御盤

管

修繕
　不燃物埋立場浸

理

出液処理施設の計画的

係

な修繕を実施し、機器

4

及び設備修繕により施



2

Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　不燃物埋立

平

場の浸出液処理施設を

成

管理し、放流水の水質

２

・法的業務
高い

を基準

８

値以内に維持すること

年

は、一般廃棄物の最終

度

処分場
必要性 ・市民ニ

（

ーズ、社会需要 及び産

平

業廃棄物の最終処分場

成

に係る技術上の基準を

２

定める
・市民生活上必

７

要である　など 省令に

年

定められた責務であり

度

必要性は高い。

　計画

評

的な修繕により施設の

価

処理能力を維持するこ

）

とで、
・コストの節減

刈

、費用対効果
普通

市民

谷

が排出する埋立ごみや

市

資源ごみを効率的に処

事

分できる
効率性 ・執行

務

体制の効率性 。
・手段

事

の最適性　など

　一般

業

廃棄物を生活環境の保

評

全上支障が生じないう

価

ちに処
・市が主体とな

シ

って実施する
高い

分す

ー

ることは、廃棄物の処

ト

理及び清掃に関する法

（

律に定め
妥当性 　べき

様

事業であるか られた義

式

務である。
・総合計画

２

との整合性　など

　ご

）

みの適正な処理に必要

会

な施設の補修事業であ

計

る。

施策への ・施策へ

名

の貢献度
高い・目標達

担

成度
貢献度 ・市民サー

当

ビスへの効果　など

今

部

後の方向性 □拡充　■

産

現状維持　□改善・効

業

率化　□縮小　□終期

環

設定　□休止・廃止

　

境

刈谷市一般廃棄物処理

部

基本計画に基づき不燃

一

物の選別処理の高度化

般

・効率化を図りながら

会

引き続き実施していく

計

。

施設補

Ｃ
 
　
Ｈ

修

 
　
Ｅ
 
　
Ｃ
 
　
Ｋ
 

事

　
∧
　
評
　
価
　
∨

業
担当課 ごみ減量推進課

款 項 目 担当係 資源・管理係

4 2



源

0 28,551 0

建
設

・

事
業

全体事業費（単位

管

：千円） 0 ２７年度特

理

定財源名称

２７年度ま

係

での累積事業費 0

２９

4

年度以降の事業費見込

2

0

3

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成２

Ｐ

８

　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　

年

∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ
　
事

度

　
業
　
概
　
要

総合計画

（

分野 都市環境

基本施策

平

低炭素社会
施策体系

施

成

策の内容 環境意識の高

２

揚

目
　
　
　
的

　県道刈

７

谷大府線の開通に併せ

年

て、現在の環

主
た
る
内

度

容

　広場、駐車場及び

評

トイレなどを整備する

価

。
境センターの建替え

）

用地を地域住民の憩い

刈

の 　（約2,800㎡

谷

）
場として整備し、有

市

効利用を図る。

位
置
づ

事

け

関連計画

根拠法令

対

務

象者 市民 事業期間 平成

事

２６年度 ～ 平成２７年

業

度

実施方法 □直営　■

評

委託　□指定管理　□

価

補助・助成　□その他

シート （様式１）

会

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　

計

績

２５年度実績 ２６年

名

度実績 ２７年度実績 ２

担

８年度計画

　 ・設計委

当

託 整備工事 　
　 ・電話

部

機移設 　
　 ※「施設整

産

備事業」にて実施 　
　

業

　
　　　――――――

環

― 　　　――――――

境

―

地域住民の憩いの場

部

として、広場、駐車場

一

、ベンチ、トイレを整

般

備した。

成果

課題

指標

会

名称（単位）
実績値 目

計

標値

２５年度 ２６年度

環

２７年度 ２８年度 ３０

境

年度

実施設計進捗率（

セ

％） ― 100.0 ― ―

ン

―
指標

工事進捗率（％

タ

） ― ― 100.0 ― ―

ー

指標

他市との
比較検証

周辺整備事業
担当課

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス

ご

　
ト

単位：千円
２５年

み

度 ２６年度 ２７年度 ２

減

８年度 ２７年度

（決算

量

） （決算） （決算） （

推

予算） 事業費内訳

事業

進

費　① 0 0 28,15

課

9 0 合計 28,158

款

,840 円
工事請負

項

費 28,158,84

目

0 円

財
　
源

特定財源

担

0 0 0 0

一般財源 0 0

当

28,159 0

職員人

係

件費　② 0 0 392 0

資

総事業費（①＋②） 0



・管理係

4 2 3

Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

平

　地域住民の憩いの場

成

として、快適な生活の

２

確保に寄与す
・法的業

８

務
高い

る必要な事業で

年

ある。
必要性 ・市民ニ

度

ーズ、社会需要
・市民

（

生活上必要である　な

平

ど

　将来整備が予定さ

成

れている西側に隣接す

２

る運動広場との
・コス

７

トの節減、費用対効果

年

普通
一体利用が見込ま

度

れ、利用の効率があが

評

る。
効率性 ・執行体制

価

の効率性
・手段の最適

）

性　など

　上記、必要

刈

性にもあるように市民

谷

の快適な生活の確保に

市

・市が主体となって実

事

施する
高い

寄与するも

務

のであることから妥当

事

性は高いものである。

業

妥当性 　べき事業であ

評

るか
・総合計画との整

価

合性　など

　地域住民

シ

の憩いの場としての活

ー

用や将来整備が予定さ

ト

れ

施策への ・施策への

（

貢献度
普通

ている西側

様

に隣接する運動広場と

式

の一体利用等市民サー

２

ビ
・目標達成度 スへの

）

効果は高いといえる。

会

貢献度 ・市民サービス

計

への効果　など

今後の

名

方向性 □拡充　□現状

担

維持　■改善・効率化

当

　□縮小　□終期設定

部

　□休止・廃止

　地域

産

住民に対する広場の有

業

効活用を検討する必要

環

がある。

境部

一

Ｃ

般

 
　
Ｈ
 
　
Ｅ
 
　
Ｃ
 

会

　
Ｋ
 
　
∧
　
評
　
価
　

計

∨

環境センター周辺整備事業
担当課 ごみ減量推進課

款 項 目 担当係 資源



源

,257,774円 補

・

助金額　　　2,26

管

9,568円
　かりや

理

消費者生活学校と協働

係

しリサイクルショップ

4

やマザーズ工房を通し

2

て、ごみの減量化、リ

2

サイクルの促進ができ

成果
た。衣浦定住自立圏市民活動情報サイト「かりや衣浦つながるねット」に利用案内を掲載し事業のＰＲを行った。

　開催場所の移転により展示スペースが狭くなり、入場者数、出品点数が減少傾向にある。展示・販売方法に工夫が必要

である。
課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度 ３０年度

成果 リサイクルショップ入場者数（人） 12,533 10,690 9,162 9,500 10,000
指標

 
指標

 
他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度 ２７年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 4,476 4,556 4,382 4,569 合計 4,382,300 円
需用費 84,434 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 役務費 32,638 円
委託料 719,280 円

一般財源 4,476 4,556 4,382 4,569 使用料及び賃借料
1,276,380 円

職員人件費　② 701 704 783 760 負担金、補助及び
交付金 2,269,568 円

総事業費（①＋②） 5,177 5,260 5,165 5,329

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２７年度特定財源名称

２７

Ｄ

年度までの累積事業費

　

0

２９年度以降の事業

　

費見込 0

　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成２

Ｐ

８

　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　

年

∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ
　
事

度

　
業
　
概
　
要

総合計画

（

分野 都市環境

基本施策

平

循環型社会・環境保全

成

施策体系
施策の内容 ご

２

みの減量化

目
　
　
　
的

７

  ごみの減量及びリ

年

サイクルの推進並びに

度

リ

主
た
る
内
容

かりや消

評

費者生活学校のリサイ

価

クルショップ
サイクル

）

意識の啓蒙。 等運営及

刈

びマザーズ工房運営に

谷

対し補助金を
交付。

位

市

置
づ
け

関連計画

根拠法

事

令

対象者 かりや消費者

務

生活学校 事業期間 平成

事

１０年度 ～

実施方法 □

業

直営　□委託　□指定

評

管理　■補助・助成　

価

□その他

シート （様式１）

Ｂ
　
事
　

会

業
　
実
　
績

２５年度実

計

績 ２６年度実績 ２７年

名

度実績 ２８年度計画

リ

担

サイクルショップ リサ

当

イクルショップ リサイ

部

クルショップ リサイク

産

ルショップ
入場者数　

業

　　12,533人 入

環

場者数　　　10,6

境

90人 入場者数　　　

部

 9,162人 入場者

一

数　　　   9,5

般

00人
出品点数　　　

会

38,372点 出品点

計

数　　　32,192

リ

点 出品点数　　　31

サ

,076点 補助金額　

イ

　　2,270,99

ク

3円
販売点数　　　2

ル

1,065点 販売点数

プ

　　　17,237点

ラ

販売点数　　　16,

ザ

037点
販売金額　　

運

　3,591,730

営

円 販売金額　　　2,

事

806,720円 販売

業

金額　　　2,725

担

,190円
マザーズ工

当

房 マザーズ工房 マザー

課

ズ工房
布類回収量　 

ご

 875kg 布類回収

み

量　  438.5k

減

g 布類回収量　  5

量

15.5kg
傘修理数

推

　　　203本 傘修理

進

数　　　99本 傘修理

課

数 　   191本

款

売上金額　　　262

項

,362円 売上金額　

目

　　219,871円

担

売上金額　　　113

当

,581円
補助金額　

係

　　2,243,54

資

5円 補助金額　　　2



源

133,489 1,2

・

22,553

職員人件

管

費　② 351 352 3

理

92 380

総事業費（

係

①＋②） 1,127,

4

814 1,076,8

2

25 1,133,88

2

1 1,222,933

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２７年度特定財源名称

２７年度までの累積事業費 0

２９年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成２

Ｐ

８

　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　

年

∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ
　
事

度

　
業
　
概
　
要

総合計画

（

分野 都市環境

基本施策

平

循環型社会・環境保全

成

施策体系
施策の内容 ご

２

み・し尿の適正な処理

７

目
　
　
　
的

市内で発生

年

したごみを処理する役

度

を担う刈谷

主
た
る
内
容

評

刈谷知立環境組合の運

価

営に資する事業費を知

）

知立環境組合を運営す

刈

ることにより、ごみの

谷

立市と分担する。
適正

市

処理を図る。

位
置
づ
け

事

関連計画  

根拠法令  

務

対象者 刈谷知立環境組

事

合 事業期間 昭和４１年

業

度 ～

実施方法 □直営　

評

□委託　□指定管理　

価

□補助・助成　■その

シ

他

ート （様式１）

会

Ｂ
　
事
　
業
　
実

計

　
績

２５年度実績 ２６

名

年度実績 ２７年度実績

担

２８年度計画

分担金（

当

刈谷市） 分担金（刈谷

部

市） 分担金（刈谷市）

産

分担金（刈谷市）
1,

業

127,463千円 1

環

,076,473千円

境

1,133,489千

部

円 1,222,553

一

千円

分担金を適正に支

般

出した。

成果

 

課題

指

会

標名称（単位）
実績値

計

目標値

２５年度 ２６年

刈

度 ２７年度 ２８年度 ３

谷

０年度

 
指標

 
指標

 

知

他市との
比較検証

立環境組合分担事

Ｃ

業

　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

担

単位：千円
２５年度 ２

当

６年度 ２７年度 ２８年

課

度 ２７年度

（決算） （

ご

決算） （決算） （予算

み

） 事業費内訳

事業費　

減

① 1,127,463

量

1,076,473 1

推

,133,489 1,

進

222,553 合計 1

課

,133,489,0

款

00 円
負担金、補助

項

及び

財
　
源

特定財源 9

目

2,337 0 0 0 交付

担

金 1,133,489

当

,000 円

一般財源

係

1,035,126 1

資

,076,473 1,



減

件）に達しなかった。

量

今後ともに不法投棄防

・

止の為の啓発は継続し

収

なければならない。
課

集

題

指標名称（単位）
実

係

績値 目標値

２５年度 ２

4

６年度 ２７年度 ２８年

2

度 ３０年度

成果 ごみ散

1

乱・不法投棄に関する苦情件数（件） 100 65 79 60 50
指標

 
指標

　安城市、高浜市、知立市などにおいても、ごみ散乱防止や環境美化の推進を役割とした委嘱を行っている
他市との 。
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度 ２７年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 578 427 271 521 合計 270,632 円
報償費 70,400 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 需用費 200,232 円

一般財源 578 427 271 521

職員人件費　② 1,403 1,408 1,567 1,141

総事業費（①＋②） 1,981 1,835 1,838 1,662

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２７年度特定財源名称

２７年度までの累積事業費 0

２９年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成２８

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ

年

　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ
　

度

事
　
業
　
概
　
要

総合計

（

画
分野 都市環境

基本施

平

策 循環型社会・環境保

成

全
施策体系

施策の内容

２

ごみ・し尿の適正な処

７

理

目
　
　
　
的

ごみの散

年

乱防止及び減量の啓発

度

を図る。

主
た
る
内
容

ご

評

み散乱防止推進員によ

価

る啓発指導、530運

）

動
をはじめとする清掃

刈

活動の推進及びごみ減

谷

量
化推進会議の開催。

市

位
置
づ
け

関連計画 ごみ

事

散乱防止実施計画

根拠

務

法令 刈谷市空き缶等ご

事

み散乱防止条例

対象者

業

市民 事業期間 平成８年

評

度 ～

実施方法 ■直営　

価

□委託　□指定管理　

シ

□補助・助成　□その

ー

他

ト （様式１）

会計

Ｂ
　
事
　
業
　
実

名

　
績

２５年度実績 ２６

担

年度実績 ２７年度実績

当

２８年度計画

ごみ散乱

部

防止推進員を35人委

産

ごみ散乱防止推進員を

業

35人委 ごみ散乱防止

環

推進員を35人委 ごみ

境

散乱防止推進員を34

部

人委
嘱（うち12人が

一

新任）　　　 嘱（うち

般

19人が新任）　　　

会

嘱（うち17人が新任

計

）　　　 嘱（うち17

ご

人が新任）　　　
　　

み

　　　　　　　　　　

散

　 　　　　　　　　　

乱

　　　　 　　　　　　

防

　　　　　　　 　　　

止

　　　　　　　　　　

・

ごみ散乱防止推進員会

減

議・研 ごみ散乱防止推

量

進員会議・研 ごみ散乱

推

防止推進員会議・研 ご

進

み散乱防止推進員会議

事

・研
修会の開催　年2

業

回 修会の開催　年2回

担

修会の開催　年2回 修

当

会の開催　年2回

　ご

課

み散乱防止推進員が地

ご

域と行政とのパイプ役

み

となりながら、各地区

減

における啓発指導や清

量

掃活動及び不法投棄防

推

止に

成果
積極的に取り

進

組み環境美化の推進が

課

図られている。

　啓発

款

看板等の設置やごみ散

項

乱防止のパトロールを

目

定期に実施しているが

担

、指標であるごみ散乱

当

・不法投棄に関する苦

係

情

件数の目標値（60



当

年度

（決算） （決算）

係

（決算） （予算） 事業

減

費内訳

事業費　① 20

量

5 41 52 140 合計

・

51,772 円
需用

収

費 14,472 円

財

集

　
源

特定財源 0 0 0 0

係

役務費 37,300 

4

円

一般財源 205 41

2

52 140

職員人件費

1

　② 701 704 783 0

総事業費（①＋②） 906 745 835 140

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２７年度特定財源名称

２７年度までの累積事業費 0

２９年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成２８

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　

年

　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　
∨

度

Ａ
　
事
　
業
　
概
　
要

総

（

合計画
分野 都市環境

基

平

本施策 循環型社会・環

成

境保全
施策体系

施策の

２

内容 ごみ・し尿の適正

７

な処理

目
　
　
　
的

監視

年

カメラを設置し、不法

度

投棄等の抑止を図

主
た

評

る
内
容

監視カメラ等の

価

設置及び維持管理
る。

）

位
置
づ
け

関連計画  

根

刈

拠法令 不法投棄等監視

谷

カメラ設置要領

対象者

市

地区 事業期間 平成１８

事

年度 ～

実施方法 ■直営

務

　□委託　□指定管理

事

　□補助・助成　□そ

業

の他

評価シート （様式

Ｂ
　
事
　
業
　

１

実
　
績

２５年度実績 ２

）

６年度実績 ２７年度実

会

績 ２８年度計画

継続設

計

置　2箇所 継続設置　

名

4箇所 継続設置　1箇

担

所 改善撤去　7箇所
新

当

規設置　7箇所 新規設

部

置　3箇所 新規設置　

産

9箇所
改善撤去　7箇

業

所　　 改善撤去　6箇

環

所　　 改善撤去　6箇

境

所　　

　不法投棄及び

部

ごみ等の排出ルール違

一

反が常態化している場

般

所に、監視カメラを設

会

置し不法投棄等の抑止

計

が図られた。

成果

　地

不

区やごみ散乱防止推進

法

員等との連携を密にし

投

、また状況により捜査

棄

機関との連携も含め不

防

法投棄等の防止活動の

止

一層

の推進が求められ

監

る。
課題

指標名称（単

視

位）
実績値 目標値

２５

カ

年度 ２６年度 ２７年度

メ

２８年度 ３０年度

成果

ラ

監視カメラ設置による

管

不法投棄等改善撤去箇

理

所数　 7 6 6 7 7
指標

事

（箇所）
 

指標
　安城

業

市においても不法投棄

担

監視カメラの貸出設置

当

を行っている。
他市と

課

の
比較検証

ごみ減量推進課

款

Ｃ
　
事
　

項

業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：

目

千円
２５年度 ２６年度

担

２７年度 ２８年度 ２７



・

年度 ２７年度

（決算）

収

（決算） （決算） （予

集

算） 事業費内訳

事業費

係

　① 1,681 736

4

1,087 1,212

2

合計 1,087,32

2

2 円
需用費 108,864 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 委託料 841,363 円
使用料及び賃借料 137,095 円

一般財源 1,681 736 1,087 1,212

職員人件費　② 701 352 783 1,141

総事業費（①＋②） 2,382 1,088 1,870 2,353

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２７年度特定財源名称

２７年度までの累積事業費 0

２９年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成２

Ｐ
　

８

　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧

年

　
計
　
画
　
∨

Ａ
　
事
　

度

業
　
概
　
要

総合計画
分

（

野 都市環境

基本施策 循

平

環型社会・環境保全
施

成

策体系
施策の内容 ごみ

２

・し尿の適正な処理

目

７

　
　
　
的

ごみステーシ

年

ョン等管理システム及

度

びごみ・

主
た
る
内
容

シ

評

ステムの保守管理
し尿

価

処理手数料システムを

）

活用し、関係事務
を適

刈

正かつ効率的に執行す

谷

る。

位
置
づ
け

関連計画

市

 

根拠法令 刈谷市廃棄

事

物の減量及び適正処理

務

に関する条例

対象者 対

事

象者を限定せず 事業期

業

間 平成１９年度 ～

実施

評

方法 □直営　■委託　

価

□指定管理　□補助・

シ

助成　□その他

ート （様式１）

会

Ｂ

計

　
事
　
業
　
実
　
績

２５

名

年度実績 ２６年度実績

担

２７年度実績 ２８年度

当

計画

データ更新、シス

部

テム保守管 データ更新

産

、システム保守管 デー

業

タ更新、システム保守

環

管 データ更新、システ

境

ム保守管
理 理 理 理

　シ

部

ステムの導入により、

一

ごみステーションの設

般

置状況や移設経緯など

会

の情報の共有管理及び

計

有効活用が図られてい

廃

ると

成果
ともに、ごみ

棄

・し尿処理手数料の徴

物

収事務を適正かつ円滑

シ

に行うことができてい

ス

る。

 

課題

指標名称（

テ

単位）
実績値 目標値

２

ム

５年度 ２６年度 ２７年

管

度 ２８年度 ３０年度

活

理

動 データ更新、システ

事

ム保守管理の実施（回

業

）　　　 1 1 1 1 1
指

担

標 　　　　　
成果 ごみ

当

・し尿処理手数料の徴

課

収事務の適正かつ円滑

ご

な 1 1 1 1 1
指標 実施

み

（回）
　本市独自のシ

減

ステムを導入している

量

。
他市との
比較検証

推進課

款 項 目 担当係

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　

減

ト

単位：千円
２５年度

量

２６年度 ２７年度 ２８



係

・   242ｔ アル

4

ミ缶・・・・    

2

87ｔ 空き缶・金属類

2

・・月2回
アルミ缶・・・・    84ｔ アルミ缶・・・・・月1～2回

　ごみの収集量の抑制については、ほぼ横ばい傾向にあるが不燃ごみについては微減が図られた。

成果

　ごみの発生抑制及び適正な分別排出の一層の促進が求められる。

課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度 ３０年度

成果 ごみ処理量（ｔ） 51,370 51,354 51,429 51,300 51,100
指標

 
指標

　処理しなければならないごみの1人1日当たりの排出量（25年度884ｇ⇒26年度876ｇ）は県平均（25年度76
他市との 2ｇ⇒26年度760ｇ）を上回っており、一層のごみの発生抑制及び適正な分別排出の促進を図る必要がある。
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度 ２７年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 327,991 344,759 346,739 380,454 合計 346,739,171 円
賃金 19,355,134 円

財
　
源

特定財源 14,786 7,964 8,420 6,153 報償費 4,664,540 円
需用費 23,799,115 円

一般財源 313,205 336,79

Ｄ

5 338,319 37

　

4,301 役務費 1,

　

189,256 円
委

　

託料 297,475,

Ｏ

926 円

職員人件費

　

　② 7,013 7,0

　

39 7,834 11,

∧

027 使用料及び賃借

　

料 1,200 円
公課

　

費 254,000 円

実

総事業費（①＋②） 3

　

35,004 351,

　

798 354,573

施

391,481

建
設
事

　

業

全体事業費（単位：

　

千円） 0 ２７年度特定

∨

財源名称

２７年度までの累積事業費 0 １２　使用料及び手数料
　０１ごみ処理手数料

２９年度以降の事業費見込 0 　０３粗大ごみ処理手数料
１９　諸収入

平成２

Ｐ
　
　
Ｌ
　

８

　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　

年

画
　
∨

Ａ
　
事
　
業
　
概

度

　
要

総合計画
分野 都市

（

環境

基本施策 循環型社

平

会・環境保全
施策体系

成

施策の内容 ごみ・し尿

２

の適正な処理

目
　
　
　

７

的

可燃ごみ等を分別収

年

集し、ごみの減量やリ

度

サ

主
た
る
内
容

○ごみの

評

適正な分別排出の周知

価

啓発
イクルの推進を図

）

る。 ○可燃ごみ、不燃

刈

ごみ、空き缶・金属類

谷

及び
　アルミ缶の分別

市

収集

位
置
づ
け

関連計画

事

刈谷市一般廃棄物処理

務

基本計画

根拠法令 廃棄

事

物の処理及び清掃に関

業

する法律、刈谷市廃棄

評

物の減量及び適正に関

価

する条例

対象者 市民及

シ

び事業者 事業期間 昭和

ー

４１年度 ～

実施方法 ■

ト

直営　■委託　□指定

（

管理　□補助・助成　

様

□その他

式１）

会計名 担当

Ｂ
　
事
　

部

業
　
実
　
績

２５年度実

産

績 ２６年度実績 ２７年

業

度実績 ２８年度計画

ご

環

み分別収集協力報償金

境

を全 ごみ分別収集協力

部

報償金を全 ごみ分別収

一

集協力報償金を全 ごみ

般

分別収集協力報償金を

会

全
地区に交付 地区に交

計

付 地区に交付 地区に交

ご

付
クリーンカレンダー

み

の作成・ クリーンカレ

収

ンダー、ごみの クリー

集

ンカレンダーの作成・

業

クリーンカレンダーの

務

作成・
全戸配布 分け方

事

・出し方ガイドブック

業

全戸配布 、ごみの分け

担

方・出し方ガイ
＜収集

当

量＞ の作成・全戸配布

課

＜収集量＞ ドブック全

ご

戸配布
可燃ごみ・・・

み

・26,552ｔ ＜収

減

集量＞ 可燃ごみ・・・

量

・26,411ｔ ＜収

推

集頻度＞
不燃ごみ・・

進

・・   854ｔ 可

課

燃ごみ・・・・26,

款

427ｔ 不燃ごみ・・

項

・・   788ｔ 可

目

燃ごみ・・・・・週2

担

回
空き缶・金属類・ 

当

  258ｔ 不燃ごみ

係

・・・・   789

減

ｔ 空き缶・金属類・ 

量

  238ｔ 不燃ごみ

・

・・・・・月1回
アル

収

ミ缶・・・・    

集

85ｔ 空き缶・金属類



・

上回っており、一層の

収

ごみの発生抑制及び適

集

正な分別排出の促進を

係

図る必要がある。
比較

4

検証

2 2

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度 ２７年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 37,448 38,410 39,096 40,919 合計 39,096,135 円
委託料 39,096,135 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0

一般財源 37,448 38,410 39,096 40,919

職員人件費　② 1,403 1,408 1,567 1,521

総事業費（①＋②） 38,851 39,818 40,663 42,440

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２７年度特定財源名称

２７年度までの累積事業費 0

２９年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成２

Ｐ
　

８

　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧

年

　
計
　
画
　
∨

Ａ
　
事
　

度

業
　
概
　
要

総合計画
分

（

野 都市環境

基本施策 循

平

環型社会・環境保全
施

成

策体系
施策の内容 ごみ

２

・し尿の適正な処理

目

７

　
　
　
的

空きビンを分

年

別収集処理し、ごみの

度

減量やリ

主
た
る
内
容

空

評

きビンの収集運搬及び

価

中間処理
サイクルの推

）

進を図る。

位
置
づ
け

関

刈

連計画 刈谷市一般廃棄

谷

物処理基本計画

根拠法

市

令 廃棄物の処理及び清

事

掃に関する法律

対象者

務

市民 事業期間 昭和５７

事

年度 ～

実施方法 □直営

業

　■委託　□指定管理

評

　□補助・助成　□そ

価

の他

シート （様式１）

Ｂ
　
事
　
業
　

会

実
　
績

２５年度実績 ２

計

６年度実績 ２７年度実

名

績 ２８年度計画

月2回

担

収集 月2回収集 月2回

当

収集 月2回収集
　　　

部

　　　　　　　　　　

産

　　　　　　　　　　

業

　　　 　　　　　　　

環

　　　　　　
収集量　

境

684ｔ 収集量　67

部

5ｔ 収集量　663ｔ

一

   
処理量　791

般

ｔ（資源回収所直処理

会

量　771ｔ（資源回

計

収所直処理量　772

ガ

ｔ（資源回収所直
接搬

ラ

入の107ｔを含む）

ス

接搬入97ｔを含む）

ビ

接搬入108ｔを含む

ン

）

　ごみの発生抑制や

収

ガラスビンのリサイク

集

ルを推進し、不燃物埋

処

立場の埋立てへの減容

理

を図っている。

成果

　

事

地域や集合住宅管理者

業

等と連携を図り、ごみ

担

の適正な分別排出の一

当

層の促進が求められる

課

。

課題

指標名称（単位

ご

）
実績値 目標値

２５年

み

度 ２６年度 ２７年度 ２

減

８年度 ３０年度

活動 収

量

集量（ｔ） 684 67

推

5 663 663 655

進

指標
成果 処理量（ｔ）

課

791 771 772 7

款

72 755
指標

　処理

項

しなければならないご

目

みの1人1日当たりの

担

排出量（25年度88

当

4ｇ⇒26年度876

係

ｇ）は県平均（25年

減

度76
他市との 2ｇ⇒

量

26年度760ｇ）を



量

4ｇ⇒26年度876

・

ｇ）は県平均（25年

収

度76
他市との 2ｇ⇒

集

26年度760ｇ）を

係

上回っており、一層の

4

ごみの発生抑制及び適

2

正な分別排出の促進を

2

図る必要がある。
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度 ２７年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 28,339 26,843 27,711 28,793 合計 27,711,275 円
委託料 27,711,275 円

財
　
源

特定財源 9,544 1,847 2,477 2,465

一般財源 18,795 24,996 25,234 26,328

職員人件費　② 1,403 1,408 1,567 1,521

総事業費（①＋②） 29,742 28,251 29,278 30,314

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２７年度特定財源名称

２７年度までの累積事業費 0 １９　諸収入
　２６　資源売却収入

２９年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成２

Ｐ

８

　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　

年

∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ
　
事

度

　
業
　
概
　
要

総合計画

（

分野 都市環境

基本施策

平

循環型社会・環境保全

成

施策体系
施策の内容 ご

２

み・し尿の適正な処理

７

目
　
　
　
的

ペットボト

年

ルを分別収集処理し、

度

ごみの減量

主
た
る
内
容

評

ペットボトルの収集運

価

搬及び中間処理
やリサ

）

イクルの推進を図る。

刈

位
置
づ
け

関連計画 刈谷

谷

市一般廃棄物処理基本

市

計画

根拠法令 廃棄物の

事

処理及び清掃に関する

務

法律

対象者 市民 事業期

事

間 平成９年度 ～

実施方

業

法 ■直営　■委託　□

評

指定管理　□補助・助

価

成　□その他

シート （様式１）

Ｂ
　

会

事
　
業
　
実
　
績

２５年

計

度実績 ２６年度実績 ２

名

７年度実績 ２８年度計

担

画

月2回収集　　 月2

当

回収集　　 月2回収集

部

　　 月2回収集
　　　

産

　　　　　　　　　　

業

　　　　　　　　　　

環

　　　 　　　　　　　

境

　　　　　　
収集量　

部

278ｔ 収集量　26

一

4ｔ 収集量　273ｔ

般

　　 　　 　　
処理量　

会

312ｔ（資源回収所

計

・処理量　298ｔ（

ペ

資源回収所・処理量　

ッ

311ｔ（資源回収所

ト

・
クリーンセンター直

ボ

接搬入分 クリーンセン

ト

ター直接搬入分 クリー

ル

ンセンター直接搬入分

収

の34ｔを含む） の3

集

4ｔを含む） の38ｔ

処

を含む）

　ごみの発生

理

抑制やペットボトルの

事

リサイクルを推進し、

業

ごみの排出量を減少さ

担

せるている。

成果

　地

当

域や集合住宅管理者等

課

と連携を図り、ごみの

ご

適正な分別排出の一層

み

の促進が求められる。

減

課題

指標名称（単位）

量

実績値 目標値

２５年度

推

２６年度 ２７年度 ２８

進

年度 ３０年度

活動 収集

課

量（ｔ） 278 264

款

273 273 251
指

項

標
成果 処理量（ｔ） 

目

312 298 311 3

担

11 285
指標

　処理

当

しなければならないご

係

みの1人1日当たりの

減

排出量（25年度88



目

日当たりの排出量（2

担

5年度884ｇ⇒26

当

年度876ｇ）は県平

係

均（25年度76
他市

減

との 2ｇ⇒26年度7

量

60ｇ）を上回ってお

・

り、一層のごみの発生

収

抑制及び適正な分別排

集

出の促進を図る必要が

係

ある。
比較検証

4 2 2

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度 ２７年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 61,790 66,210 67,134 69,274 合計 67,134,133 円
委託料 67,134,133 円

財
　
源

特定財源 15,772 26,139 16,707 9,784

一般財源 46,018 40,071 50,427 59,490

職員人件費　② 1,403 1,408 1,567 1,521

総事業費（①＋②） 63,193 67,618 68,701 70,795

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２７年度特定財源名称

２７年度までの累積事業費 0 １９　諸収入
　２６　資源売却収入

２９年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成２８

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　

年

Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画

度

　
∨

Ａ
　
事
　
業
　
概
　

（

要

総合計画
分野 都市環

平

境

基本施策 循環型社会

成

・環境保全
施策体系

施

２

策の内容 ごみ・し尿の

７

適正な処理

目
　
　
　
的

年

プラスチック製容器包

度

装を分別収集処理しご

評

主
た
る
内
容

プラスチッ

価

ク製容器包装の収集運

）

搬及び中間
みの減量や

刈

リサイクルの推進を図

谷

る。 処理

位
置
づ
け

関連

市

計画 刈谷市一般廃棄物

事

処理基本計画

根拠法令

務

廃棄物の処理及び清掃

事

に関する法律

対象者 市

業

民 事業期間 平成１３年

評

度 ～

実施方法 □直営　

価

■委託　□指定管理　

シ

□補助・助成　□その

ー

他

ト （様式１）

会計

Ｂ
　
事
　
業
　
実

名

　
績

２５年度実績 ２６

担

年度実績 ２７年度実績

当

２８年度計画

週1回収

部

集 週1回収集 週1回収

産

集 週1回収集
　　　　

業

　　　　　　　　　 　

環

　　　　　　　　　　

境

　　 　　　　　　　　

部

　　　　　
収集量　1

一

,094ｔ 収集量　1

般

,088ｔ 収集量　1

会

,113ｔ
　　　 処理

計

量　1,104ｔ（資

プ

源回収所処理量　1,

ラ

130ｔ（資源回収所

ス

処理量　1,109ｔ

チ

（資源回収所直接搬入

ッ

分の16ｔを含む 直接

ク

搬入分の18ｔを含む

製

直接搬入分の15ｔを

容

含む）

　ごみの発生抑

器

制やプラスチック製容

包

器包装のリサイクルを

装

推進し、可燃ごみへの

収

排出量を減少させてい

集

る。

成果

　地域や集合

処

住宅管理者等と連携を

理

図り、ごみの適正な分

事

別排出の一層の促進が

業

求められる。

課題

指標

担

名称（単位）
実績値 目

当

標値

２５年度 ２６年度

課

２７年度 ２８年度 ３０

ご

年度

活動 収集量（ｔ）

み

1,094 1,088

減

1,113 1,113

量

1,056
指標
成果 処

推

理量（ｔ） 1,109

進

1,104 1,130

課

1,130 1,071

款

指標
　処理しなければ

項

ならないごみの1人1



2

、拠点回収（約100

2

～120か所）であり、知立市では、市による収集は行っていない。
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度 ２７年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 4,200 4,339 4,477 4,809 合計 4,476,600 円
委託料 4,476,600 円

財
　
源

特定財源 4,200 4,339 4,232 4,809

一般財源 0 0 245 0

職員人件費　② 1,403 1,408 1,567 1,521

総事業費（①＋②） 5,603 5,747 6,044 6,330

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２７年度特定財源名称

２７年度までの累積事業費 0 １９　諸収入
　２６　資源売却収入

２９年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成２

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ

８

　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　

年

∨

Ａ
　
事
　
業
　
概
　
要

度

総合計画
分野 都市環境

（

基本施策 循環型社会・

平

環境保全
施策体系

施策

成

の内容 ごみ・し尿の適

２

正な処理

目
　
　
　
的

可

７

燃ごみの減量及びリサ

年

イクルの推進を図る

主

度

た
る
内
容

不燃（資源）

評

ごみステーションにお

価

ける紙類
。 （新聞・雑

）

誌・段ボール）の分別

刈

収集

位
置
づ
け

関連計画

谷

刈谷市一般廃棄物処理

市

基本計画

根拠法令 廃棄

事

物の処理及び清掃に関

務

する法律

対象者 市民 事

事

業期間 平成２１年度 ～

業

実施方法 □直営　■委

評

託　□指定管理　□補

価

助・助成　□その他

シート （様式１）

会

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　
績

計

２５年度実績 ２６年度

名

実績 ２７年度実績 ２８

担

年度計画

クリーンカレ

当

ンダーの作成・ クリー

部

ンカレンダー、ごみの

産

クリーンカレンダーの

業

作成・ クリーンカレン

環

ダー、ごみの
全戸配布

境

等による周知啓発 分け

部

方・出し方ガイドブッ

一

ク 全戸配布等による周

般

知啓発 分け方・出し方

会

ガイドブック
収集量 

計

 783ｔ の作成・全

紙

戸配布等による周 収集

類

量  626ｔ の作成

回

・全戸配布等による周

収

知啓発 知啓発
収集量 

事

 692ｔ

　ステーシ

業

ョン収集（約2,00

担

0か所、月2回）によ

当

る、排出の利便性を高

課

め、可燃ごみに混入さ

ご

れていた紙類の分別排

み

出を

成果
促進すること

減

に努めた。

　可燃ごみ

量

としての排出を減少さ

推

せるため、継続的に周

進

知啓発を進め、資源物

課

の分別排出の徹底を図

款

ることが求められる

。

項

課題

指標名称（単位）

目

実績値 目標値

２５年度

担

２６年度 ２７年度 ２８

当

年度 ３０年度

活動 収集

係

量（ｔ） 783 692

減

626 626 644
指

量

標
 

指標
　安城市では

・

、本市と同様に紙類の

推

ステーション収集（約

進

2,300か所）を実

係

施している。
他市との

4

　碧南市・高浜市では



量

制及び適正な分別排出

・

の促進を図る必要があ

収

る。
比較検証

集係

4 2 2

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度 ２７年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 1,595 1,397 1,567 1,803 合計 1,566,534 円
需用費 159,408 円

財
　
源

特定財源 1,595 1,397 1,605 1,803 役務費 150,060 円
委託料 1,257,066 円

一般財源 0 0 △38 0

職員人件費　② 1,403 1,408 1,567 1,141

総事業費（①＋②） 2,998 2,805 3,134 2,944

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２７年度特定財源名称

２７年度までの累積事業費 0 １２　使用料及び手数料
　０３　粗大ごみ処理手数料

２９年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成２

Ｐ

８

　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　

年

∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ
　
事

度

　
業
　
概
　
要

総合計画

（

分野 都市環境

基本施策

平

循環型社会・環境保全

成

施策体系
施策の内容 ご

２

み・し尿の適正な処理

７

目
　
　
　
的

粗大ごみを

年

処理場へ直接搬入でき

度

ない市民に

主
た
る
内
容

評

粗大ごみの戸別有料収

価

集の実施
対し、有料で

）

戸別収集を行い、ごみ

刈

の減量・
適正排出及び

谷

リサイクルの推進を図

市

る。

位
置
づ
け

関連計画

事

刈谷市一般廃棄物処理

務

基本計画

根拠法令 刈谷

事

市廃棄物の減量及び適

業

正処理に関する条例

対

評

象者 市民 事業期間 平成

価

３年度 ～

実施方法 ■直

シ

営　■委託　□指定管

ー

理　□補助・助成　□

ト

その他

（様式１）

会計名

Ｂ
　
事
　
業

担

　
実
　
績

２５年度実績

当

２６年度実績 ２７年度

部

実績 ２８年度計画

週1

産

回収集 週1回収集 週1

業

回収集 週1回収集
収集

環

個数　2,218個 収

境

集個数　2,192個

部

収集個数　2,218

一

個
　 収集量　60ｔ 収

般

集量　65ｔ
収集量　

会

63ｔ

　ごみの発生抑

計

制を推進し、排出量を

粗

減少させることができ

大

た。

成果
　戸別収集の

ご

受付を専用電話により

み

、土・日曜日も行うと

戸

ともに、粗大ごみ処理

別

券をコンビニエンスス

収

トア等（27年度61

集

店舗）で販売し、市民

業

の利便性の向上を図っ

務

ている。

　リサイクル

事

ショップやフリーマー

業

ケットの活用などの啓

担

発に努め、不用品の再

当

使用の促進が求められ

課

る。

課題

指標名称（単

ご

位）
実績値 目標値

２５

み

年度 ２６年度 ２７年度

減

２８年度 ３０年度

活動

量

収集量（ｔ） 63 60

推

65 65 58
指標

 
指

進

標
　処理しなければな

課

らないごみの1人1日

款

当たりの排出量（25

項

年度884ｇ⇒26年

目

度876ｇ）は県平均

担

（25年度76
他市と

当

の 2ｇ⇒26年度76

係

0ｇ）を上回っており

減

、一層のごみの発生抑



係

2,728 円

財
　
源

資

特定財源 8,462 8

源

,804 8,401 1

・

0,695 役務費 14

管

,794 円
委託料 8

理

,752,226 円

係

一般財源 0 0 459 0

4

職員人件費　② 701

2

704 783 760

総

2

事業費（①＋②） 9,163 9,508 9,643 11,455

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２７年度特定財源名称

２７年度までの累積事業費 0 資源売却収入

２９年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成２８

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　

年

Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ

度

　
事
　
業
　
概
　
要

総合

（

計画
分野 都市環境

基本

平

施策 循環型社会・環境

成

保全
施策体系

施策の内

２

容 ごみ・し尿の適正な

７

処理

目
　
　
　
的

資源の

年

回収拠点を北部地区に

度

常設することに

主
た
る

評

内
容

不燃物埋立場にお

価

ける資源の回収を指導

）

する
より、自己搬入の

刈

利便性を図る。 。

位
置

谷

づ
け

関連計画 刈谷市一

市

般廃棄物処理基本計画

事

根拠法令 廃棄物の処理

務

及び清掃に関する法律

事

対象者 市民 事業期間 平

業

成１３年度 ～

実施方法

評

□直営　■委託　□指

価

定管理　□補助・助成

シ

　□その他

ート （様式１）

会

Ｂ
　
事

計

　
業
　
実
　
績

２５年度

名

実績 ２６年度実績 ２７

担

年度実績 ２８年度計画

当

資源回収所回収量 資源

部

回収所回収量 資源回収

産

所回収量 資源回収所回

業

収量
769ｔ 742ｔ

環

759ｔ 800 t

　

境

再利用可能な資源を回

部

収し市民のリサイクル

一

意識や自己搬入の利便

般

性を高めた。

成果

　適

会

正な分別指導の促進を

計

更に図る。

課題

指標名

不

称（単位）
実績値 目標

燃

値

２５年度 ２６年度 ２

物

７年度 ２８年度 ３０年

埋

度

成果 資源回収所回収

立

量（t） 769 742

場

759 800 900
指

資

標
 

指標
　近隣市（安

源

城市、知立市など）に

回

おいても、資源ごみの

収

拠点回収を行っている

指

。
他市との
比較検証

導事業
担当課 ごみ減

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　

量

ト

単位：千円
２５年度

推

２６年度 ２７年度 ２８

進

年度 ２７年度

（決算）

課

（決算） （決算） （予

款

算） 事業費内訳

事業費

項

　① 8,462 8,8

目

04 8,860 10,

担

695 合計 8,859

当

,748 円
需用費 9



量

6年度876ｇ）は県

・

平均（25年度76
他

収

市との 2ｇ⇒26年度

集

760ｇ）を上回って

係

おり、一層のごみの発

4

生抑制及び適正な分別

2

排出の促進を図る必要

2

がある。
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度 ２７年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 7,175 7,251 7,301 7,784 合計 7,301,398 円
委託料 7,301,398 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0

一般財源 7,175 7,251 7,301 7,784

職員人件費　② 1,403 1,408 1,567 1,521

総事業費（①＋②） 8,578 8,659 8,868 9,305

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２７年度特定財源名称

２７年度までの累積事業費 0

２９年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成２

Ｐ

８

　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　

年

∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ
　
事

度

　
業
　
概
　
要

総合計画

（

分野 都市環境

基本施策

平

循環型社会・環境保全

成

施策体系
施策の内容 ご

２

み・し尿の適正な処理

７

目
　
　
　
的

紙製容器包

年

装を分別収集処理し、

度

ごみの減量

主
た
る
内
容

評

紙製容器包装の収集運

価

搬及び中間処理
やリサ

）

イクルの推進を図る。

刈

位
置
づ
け

関連計画 刈谷

谷

市一般廃棄物処理基本

市

計画

根拠法令 廃棄物の

事

処理及び清掃に関する

務

法律

対象者 市民 事業期

事

間 平成１６年度 ～

実施

業

方法 □直営　■委託　

評

□指定管理　□補助・

価

助成　□その他

シート （様式１）

Ｂ

会

　
事
　
業
　
実
　
績

２５

計

年度実績 ２６年度実績

名

２７年度実績 ２８年度

担

計画

月2回収集 月2回

当

収集 月2回収集 月2回

部

収集
 　　　　　　　

産

　　　　　  　　　

業

　　　　　　　　　 

環

 　　　　　　　　　

境

　　　 
収集量　28

部

9ｔ 収集量　274ｔ

一

収集量　260ｔ
 　

般

 　  　
処理量　29

会

3ｔ（資源回収所直処

計

理量　277ｔ（資源

紙

回収所直処理量　26

製

4ｔ（資源回収所直
接

容

搬入の12ｔを含み、

器

誤排出 接搬入の11ｔ

包

を含み、誤排出 接搬入

装

の12ｔを含み、誤排

収

出
の8ｔを除く） の8

集

ｔを除く） の8ｔを除

処

く）

　ごみの発生抑制

理

や紙容器のリサイクル

事

を推進し、可燃ごみへ

業

の排出量を減少させて

担

いる。

成果

　地域や集

当

合住宅管理者等と連携

課

を図り、ごみの適正な

ご

分別排出の一層の促進

み

が求められる。

課題

指

減

標名称（単位）
実績値

量

目標値

２５年度 ２６年

推

度 ２７年度 ２８年度 ３

進

０年度

活動 収集量（ｔ

課

） 289 274 260

款

260 245
指標
成果

項

処理量（ｔ） 293 2

目

77 264 264 24

担

8
指標

　処理しなけれ

当

ばならないごみの1人

係

1日当たりの排出量（

減

25年度884ｇ⇒2



減

　① 1,827 2,0

量

38 1,930 2,5

・

00 合計 1,929,

収

852 円
委託料 1,

集

929,852 円

財

係

　
源

特定財源 0 0 0 0

4

一般財源 1,827 2

2

,038 1,930 2

2

,500

職員人件費　② 1,403 1,408 1,567 760

総事業費（①＋②） 3,230 3,446 3,497 3,260

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２７年度特定財源名称

２７年度までの累積事業費 0

２９年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成２８

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ

年

　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ
　

度

事
　
業
　
概
　
要

総合計

（

画
分野 都市環境

基本施

平

策 循環型社会・環境保

成

全
施策体系

施策の内容

２

ごみ・し尿の適正な処

７

理

目
　
　
　
的

道路等の

年

公共用地における小動

度

物の死体回収

主
た
る
内

評

容

小動物の死体回収業

価

務委託
を迅速かつ効率

）

的に行い、公衆衛生の

刈

保持及
び環境の美化を

谷

図る。

位
置
づ
け

関連計

市

画  

根拠法令 廃棄物の

事

処理及び清掃に関する

務

法律

対象者 市民 事業期

事

間 平成１９年度 ～

実施

業

方法 □直営　■委託　

評

□指定管理　□補助・

価

助成　□その他

シート （様式１）

Ｂ

会

　
事
　
業
　
実
　
績

２５

計

年度実績 ２６年度実績

名

２７年度実績 ２８年度

担

計画

回収件数　407

当

件 回収件数　447件

部

回収件数　404件 回

産

収件数　500件
うち

業

土・日曜日、祝日及び

環

年 うち土・日曜日、祝

境

日及び年 うち土・日曜

部

日、祝日及び年
末の回

一

収件数78件 末の回収

般

件数79件 末の回収件

会

数91件

　市役所閉庁

計

日である土・日曜日、

犬

祝日等にも回収を行い

猫

、迅速な対応が図られ

等

ている。

成果

　野良猫

死

等の発生抑制が求めら

体

れる。

課題

指標名称（

回

単位）
実績値 目標値

２

収

５年度 ２６年度 ２７年

業

度 ２８年度 ３０年度

活

務

動 回収件数（件） 40

委

7 447 404 500

託

500
指標

 
指標

　安

事

城市、知立市などにお

業

いても、同様の回収業

担

務を業者委託している

当

。
他市との
比較検証

課 ごみ減量推進課

款

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　

項

ト

単位：千円
２５年度

目

２６年度 ２７年度 ２８

担

年度 ２７年度

（決算）

当

（決算） （決算） （予

係

算） 事業費内訳

事業費



集

紙製（大）　  15

係

5,000枚 紙製（大

4

）　  165,00

2

0枚
紙製（小）　 　

2

57,000枚 紙製（小）　 　62,500枚 紙製（小）　 　55,000枚 紙製（小）　 　55,000枚
                                                                                                        
合　計  　　9,712,000枚 合　計  　　11,193,000枚 合　計  　　10,177,500枚 合　計  　　12,860,000枚

　ごみの発生抑制及び分別排出の促進により、指定袋の作製数を削減させることができた。

成果

　一層の指定袋の円滑な流通と適正な在庫管理が求められる。

課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度 ３０年度

活動 作成数合計（枚） 9,712,000 11,193,000 10,177,500 12,860,000 9,870,000
指標
成果 販売数合計（枚） 11,966,000 9,719,000 10,177,500 12,860,000 9,870,000
指標

　処理しなければならないごみの1人1日当たりの排出量（25年度884ｇ⇒26年度876ｇ）は県平均（25年度76
他市との 2ｇ⇒26年度760ｇ）を上回っており、一層のごみの発生抑制及び適正な分別排出の促進を図る必要がある。
比較検証

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス

　

　
ト

単位：千円
２５年

　

度 ２６年度 ２７年度 ２

実

８年度 ２７年度

（決算

　

） （決算） （決算） （

　

予算） 事業費内訳

事業

施

費　① 60,263 9

　

3,512 93,83

　

0 122,785 合計

∨

93,830,060 円
需用費 93,800,160 円

財
　
源

特定財源 60,263 74,833 96,255 122,752 役務費 29,900 円

一般財源 0 18,679 △2,425 33

職員人件費　② 1,403 1,408 1,567 1,141

総事業費（①＋②） 61,666 94,920 95,397 123,926

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２７年度特定財源名称

２７年度までの累積事業費 0 １９　諸収入
　４５可燃ごみ指定袋売払収

２９年度以降の事業費見込 0 入

平成２

Ｐ
　
　
Ｌ

８

　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計

年

　
画
　
∨

Ａ
　
事
　
業
　

度

概
　
要

総合計画
分野 都

（

市環境

基本施策 循環型

平

社会・環境保全
施策体

成

系
施策の内容 ごみ・し

２

尿の適正な処理

目
　
　

７

　
的

可燃ごみ等の指定

年

袋を作製し、ごみの減

度

量・

主
た
る
内
容

可燃ご

評

み、プラスチック製容

価

器包装及び紙製
分別排

）

出及びリサイクルの推

刈

進を図る。 容器包装の

谷

指定袋を作製

位
置
づ
け

市

関連計画 刈谷市一般廃

事

棄物処理基本計画

根拠

務

法令 刈谷市可燃ごみ等

事

指定袋制度要領　　　

業

　　　　　　　　　　

評

　　　　　　　　　　

価

　　

対象者 市民 事業期

シ

間 平成１１年度 ～

実施

ー

方法 ■直営　□委託　

ト

□指定管理　□補助・

（

助成　□その他

様式１）

会計名 担

Ｂ

当

　
事
　
業
　
実
　
績

２５

部

年度実績 ２６年度実績

産

２７年度実績 ２８年度

業

計画

＜作製数＞ ＜作製

環

数＞ ＜作製数＞ ＜作製

境

数＞
可燃（大）　6,

部

420,000枚 可燃

一

（大）　7,220,

般

500枚 可燃（大）　

会

6,367,500枚

計

可燃（大）　8,74

ご

0,000枚
可燃（小

み

）  1,233,0

指

00枚 可燃（小）  

定

1,618,000枚

袋

可燃（小）  1,5

購

45,000枚 可燃（

入

小）  1,505,

事

000枚
可燃（極小）

業

　297,000枚 可

担

燃（極小）　343,

当

000枚 可燃（極小）

課

　340,000枚 可

ご

燃（極小）　470,

み

000枚
プラ（大）　

減

1,310,000枚

量

プラ（大）　1,48

推

3,500枚 プラ（大

進

）　1,395,00

課

0枚 プラ（大）　1,

款

540,000枚
プラ

項

（小）　　203,0

目

00枚 プラ（小）　　

担

301,000枚 プラ

当

（小）　　320,0

係

00枚 プラ（小）　　

減

385,000枚
紙製

量

（大）　  192,

・

000枚 紙製（大）　

収

  164,500枚



係

 円
委託料 9,381

4

,108 円

財
　
源

特

2

定財源 0 0 0 0 負担金

2

、補助及び
交付金 119,433 円

一般財源 8,566 9,208 9,501 9,732

職員人件費　② 701 704 783 760

総事業費（①＋②） 9,267 9,912 10,284 10,492

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２７年度特定財源名称

２７年度までの累積事業費 0

２９年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成２

Ｐ
　
　
Ｌ
　

８

　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　

年

画
　
∨

Ａ
　
事
　
業
　
概

度

　
要

総合計画
分野 都市

（

環境

基本施策 循環型社

平

会・環境保全
施策体系

成

施策の内容 ごみ・し尿

２

の適正な処理

目
　
　
　

７

的

水銀等有害物質を含

年

む廃棄物を適正に処理

度

し

主
た
る
内
容

水銀など

評

有害ごみ（使用済み乾

価

電池、蛍光管
、良好な

）

環境の保全を図る。 ）

刈

を適正処理及び資源化

谷

する。

位
置
づ
け

関連計

市

画 刈谷市一般廃棄物処

事

理基本計画

根拠法令 廃

務

棄物の処理及び清掃に

事

関する法律

対象者 市民

業

事業期間 昭和５９年度

評

～

実施方法 □直営　■

価

委託　□指定管理　□

シ

補助・助成　□その他

ート （様式１）

会計

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　

名

績

２５年度実績 ２６年

担

度実績 ２７年度実績 ２

当

８年度計画

使用済み乾

部

電池　　36ｔ 使用済

産

み乾電池　　37ｔ 使

業

用済み乾電池　　38

環

ｔ 使用済み乾電池　　

境

37ｔ
使用済み蛍光管

部

　　17ｔ 使用済み蛍

一

光管　　18ｔ 使用済

般

み蛍光管　　21ｔ 使

会

用済み蛍光管　　18

計

ｔ

　水銀を含む有害な

有

廃棄物を適正に処理し

害

、環境に悪影響を及ぼ

ご

さないようにした。

成

み

果

課題

指標名称（単位

処

）
実績値 目標値

２５年

理

度 ２６年度 ２７年度 ２

事

８年度 ３０年度

指標

指

業

標
　近隣市（安城市、

担

知立市など）において

当

も同様の有害ごみの収

課

集を行っている。
他市

ご

との
比較検証

み減量推進課

款 項

Ｃ
　
事

目

　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位

担

：千円
２５年度 ２６年

当

度 ２７年度 ２８年度 ２

係

７年度

（決算） （決算

資

） （決算） （予算） 事

源

業費内訳

事業費　① 8

・

,566 9,208 9

管

,501 9,732 合

理

計 9,500,541



4

0 役務費 625,61

2

9 円
委託料 3,34

2

9,491 円

一般財源 3,168 3,774 4,083 7,461

職員人件費　② 1,052 1,056 1,097 1,065

総事業費（①＋②） 4,220 4,830 5,180 8,526

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２７年度特定財源名称

２７年度までの累積事業費 0

２９年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成２

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　

８

Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画

年

　
∨

Ａ
　
事
　
業
　
概
　

度

要

総合計画
分野 都市環

（

境

基本施策 循環型社会

平

・環境保全
施策体系

施

成

策の内容 ごみ・し尿の

２

適正な処理

目
　
　
　
的

７

不法投棄等で回収した

年

廃棄物の処分

主
た
る
内

度

容

不法投棄に係るタイ

評

ヤ等の処理

位
置
づ
け

関

価

連計画 刈谷市一般廃棄

）

物処理基本計画

根拠法

刈

令 廃棄物の処理及び清

谷

掃に関する法律

対象者

市

市民 事業期間 ～

実施方

事

法 □直営　■委託　□

務

指定管理　□補助・助

事

成　□その他

業評価シート （様

Ｂ
　

式

事
　
業
　
実
　
績

２５年

１

度実績 ２６年度実績 ２

）

７年度実績 ２８年度計

会

画

タイヤ  　　 　

計

  　168本 タイヤ

名

  　　 　   2

担

80本 タイヤ  　　

当

 　   145本 タ

部

イヤ  　　 　  

産

 150本
消火器　　

業

　   　　130本

環

消火器　　　 　　　

境

 0本 消火器　　　　

部

 　　51本 消火器　

一

　　　 　　35本
ラ

般

イター　　　　   

会

4.0ｔ ライター　　

計

　   2.75ｔ ラ

廃

イター　 　　  1

棄

.96ｔ  ライター　

物

 　　  4.0ｔ

　

処

適正に処理を行った。

理

成果

　

課題

指標名称（

事

単位）
実績値 目標値

２

業

５年度 ２６年度 ２７年

担

度 ２８年度 ３０年度

指

当

標
 

指標

他市との
比較

課

検証

ごみ減量推進課

款

Ｃ
　
事
　
業
　
コ

項

　
ス
　
ト

単位：千円
２

目

５年度 ２６年度 ２７年

担

度 ２８年度 ２７年度

（

当

決算） （決算） （決算

係

） （予算） 事業費内訳

資

事業費　① 3,168

源

3,774 4,083

・

7,461 合計 4,0

管

82,678 円
需用

理

費 107,568 円

係

財
　
源

特定財源 0 0 0



2

（予算） 事業費内訳

事

2

業費　① 31,099 34,156 30,731 34,848 合計 30,730,543 円
需用費 14,257,390 円

財
　
源

特定財源 343 156 257 262 役務費 778,964 円
委託料 14,971,608 円

一般財源 30,756 34,000 30,474 34,586 使用料及び賃借料 14,545 円
原材料費 585,036 円

職員人件費　② 1,403 1,408 1,567 1,901 公課費 123,000 円

総事業費（①＋②） 32,502 35,564 32,298 36,749

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２７年度特定財源名称

２７年度までの累積事業費 0 ごみ埋立処分手数料

２９年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成２

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ

８

　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　

年

∨

Ａ
　
事
　
業
　
概
　
要

度

総合計画
分野 都市環境

（

基本施策 循環型社会・

平

環境保全
施策体系

施策

成

の内容 ごみ・し尿の適

２

正な処理

目
　
　
　
的

不

７

燃物埋立場の業務管理

年

を適正に行い、埋立

主

度

た
る
内
容

浸出液処理施

評

設を始めとする不燃物

価

埋立場の
場の延命化を

）

図る。 施設全般の運転

刈

維持管理及び随時の覆

谷

土によ
る埋立整備

位
置

市

づ
け

関連計画 刈谷市一

事

般廃棄物処理基本計画

務

根拠法令 廃棄物の処理

事

及び清掃に関する法律

業

対象者 対象者を限定せ

評

ず 事業期間 昭和４７年

価

度 ～

実施方法 ■直営　

シ

■委託　□指定管理　

ー

□補助・助成　□その

ト

他

（様式１）

会計名

Ｂ
　
事
　
業
　
実

担

　
績

２５年度実績 ２６

当

年度実績 ２７年度実績

部

２８年度計画

不燃ごみ

産

（埋立処理分） 不燃ご

業

み（埋立処理分） 不燃

環

ごみ（埋立処理分） 不

境

燃ごみ（埋立処理分）

部

1,068ｔ 1,20

一

2ｔ 799ｔ 1,00

般

0ｔ

　第1不燃物埋立

会

場については廃止に向

計

け、愛知県と協議した

施

。また、ごみ分別の徹

設

底を図り、第2不燃物

管

埋立場の延命に

成果
努

理

めた。

　第2不燃物埋

事

立場の能力を維持する

業

ため、適正に管理し更

担

なる延命に努めていく

当

。

課題

指標名称（単位

課

）
実績値 目標値

２５年

ご

度 ２６年度 ２７年度 ２

み

８年度 ３０年度

指標
 

減

指標
　近隣市（安城市

量

、知立市など）におい

推

ても同様の一般廃棄物

進

最終処分場を整備して

課

いる。
他市との
比較検

款

証

項 目 担当係 資源・

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　

管

ス
　
ト

単位：千円
２５

理

年度 ２６年度 ２７年度

係

２８年度 ２７年度

（決

4

算） （決算） （決算）



2

0

２９年度以降の事業

2

費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成２

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ

８

　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　

年

∨

Ａ
　
事
　
業
　
概
　
要

度

総合計画
分野 都市環境

（

基本施策 循環型社会・

平

環境保全
施策体系

施策

成

の内容 ごみ・し尿の適

２

正な処理

目
　
　
　
的

第

７

１不燃物埋立場廃止す

年

るために必要な調査

主

度

た
る
内
容

第１不燃物埋

評

立場廃止に伴う測量設

価

計調査委
及び設計を行

）

う。 託

位
置
づ
け

関連計

刈

画 廃棄物の処理及び清

谷

掃に関する法律

根拠法

市

令

対象者 対象者を限定

事

せず 事業期間 平成２７

務

年度 ～

実施方法 □直営

事

　■委託　□指定管理

業

　□補助・助成　□そ

評

の他

価シート （様式１

Ｂ
　
事
　
業
　

）

実
　
績

２５年度実績 ２

会

６年度実績 ２７年度実

計

績 ２８年度計画

　 　 第

名

１不燃物埋立場廃止検

担

討及 　
　 　 び設計業務

当

委託 　
　 　 　
　 　 　
　

部

　　――――――― 　

産

　　――――――― 　

業

　　―――――――

第

環

１不燃物埋立場を廃止

境

するために必要な測量

部

や工事の設計等を行っ

一

た。

成果

課題

指標名称

般

（単位）
実績値 目標値

会

２５年度 ２６年度 ２７

計

年度 ２８年度 ３０年度

施

活動
指標
活動
指標

他市

設

との
比較検証

整備事業
担当課 ご

Ｃ
　
事

み

　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位

減

：千円
２５年度 ２６年

量

度 ２７年度 ２８年度 ２

推

７年度

（決算） （決算

進

） （決算） （予算） 事

課

業費内訳

事業費　① 0

款

0 3,607 0 合計 3

項

,606,784 円

目

委託料 3,606,7

担

84 円

財
　
源

特定財

当

源 0 0 0 0

一般財源 0

係

0 3,607 0

職員人

資

件費　② 0 0 392 3

源

80

総事業費（①＋②

・

） 0 0 3,999 38

管

0

建
設
事
業

全体事業費

理

（単位：千円） 0 ２７

係

年度特定財源名称

２７

4

年度までの累積事業費



係

25ｔ
　合計　　　　

4

　　　949ｔ 　合計

2

　　　　　　　918

2

ｔ 　合計　　　　　　　782ｔ 　合計　　　　　　　900ｔ

　埋立ごみの削減と適正な分別を実施し、埋立場の延命に寄与した。

成果

　埋立ごみをさらに減らすための分別方法の検討

課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度 ３０年度

成果 不燃ごみ分別量 616 608 585 585 555
指標 （埋立ごみ以外のもの）（ｔ）

指標
　本事業は刈谷市独自の事業である。

他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度 ２７年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 30,671 31,547 31,547 33,249 合計 31,546,800 円
委託料 31,546,800 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0

一般財源 30,671 31,547 31,547 33,249

職員人件費　② 701 704 783 760

総事業費（①＋②） 31,372 32,251 32,330 34,009

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２７年度特定財源名称

２７年度までの累積事業費 0

２９年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成２

Ｐ
　
　
Ｌ
　

８

　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　

年

画
　
∨

Ａ
　
事
　
業
　
概

度

　
要

総合計画
分野 都市

（

環境

基本施策 循環型社

平

会・環境保全
施策体系

成

施策の内容 ごみ・し尿

２

の適正な処理

目
　
　
　

７

的

  埋立場へ搬入さ

年

れる一般家庭から出る

度

不燃

主
た
る
内
容

  各

評

家庭から収集した不燃

価

ごみを埋立場で手
ごみ

）

を場内で適正に分別し

刈

て、埋立ごみを減 選別

谷

により、金属等リサイ

市

クルするものと可
量し

事

、埋立場の延命を図る

務

。 燃ごみ、埋立ごみ等

事

に分別し、適正に処理

業

す
る。

位
置
づ
け

関連計

評

画 刈谷市一般廃棄物処

価

理基本計画

根拠法令 廃

シ

棄物の処理及び清掃に

ー

関する法律

対象者 市民

ト

事業期間 平成１７年度

（

～

実施方法 □直営　■

様

委託　□指定管理　□

式

補助・助成　□その他

１）

会計名 担当部 産

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　

業

績

２５年度実績 ２６年

環

度実績 ２７年度実績 ２

境

８年度計画

埋立ごみ　

部

　　　　　333ｔ 埋

一

立ごみ　　　　　　3

般

10ｔ 埋立ごみ　　　

会

　　　282ｔ 埋立ご

計

み　　　　　　315

埋

ｔ
空き缶・金属類　 

立

 　142ｔ 空き缶・

ご

金属類　  　130

み

ｔ 空き缶・金属類　 

分

 　134ｔ 空き缶・

別

金属類　  　130

事

ｔ
破砕対象物　　　　

業

 　26ｔ 破砕対象物

担

　　　　 　26ｔ 破

当

砕対象物　　　　 　

課

23ｔ 破砕対象物　　

ご

　　 　25ｔ
可燃物

み

　　　　　　　195

減

ｔ 可燃物　　　　　　

量

　178ｔ 可燃物　　

推

　　　　　185ｔ 可

進

燃物　　　　　　　1

課

85ｔ
硬質プラスチッ

款

ク    126ｔ 硬

項

質プラスチック   

目

 151ｔ 硬質プラス

担

チック     91

当

ｔ 硬質プラスチック 

係

   120ｔ
小型家

資

電　　　　　　127

源

ｔ 小型家電　　　　　

・

　123ｔ 小型家電　

管

　　　　　 68ｔ 小

理

型家電　　　　　　1



2

８年度 ２７年度

（決算

3

） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 215,052 223,998 223,948 228,302 合計 223,948,438 円
需用費 26,035,024 円

財
　
源

特定財源 13,296 12,361 11,232 11,342 役務費 99,661 円
委託料 192,643,317 円

一般財源 201,756 211,637 212,716 216,960 使用料及び賃借料
5,170,436 円

職員人件費　② 701 704 783 760

総事業費（①＋②） 215,753 224,702 224,731 229,062

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２７年度特定財源名称

２７年度までの累積事業費 0 し尿処理手数料

２９年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成２

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ

８

　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　

年

∨

Ａ
　
事
　
業
　
概
　
要

度

総合計画
分野 都市環境

（

基本施策 循環型社会・

平

環境保全
施策体系

施策

成

の内容 ごみ・し尿の適

２

正な処理

目
　
　
　
的

環

７

境センターの業務管理

年

を適正に行い、し尿

主

度

た
る
内
容

環境センター

評

の管理業務の充実及び

価

効率化
及び浄化槽汚泥

）

処理の効率化を図る。

刈

位
置
づ
け

関連計画 刈谷

谷

市一般廃棄物処理基本

市

計画

根拠法令 廃棄物の

事

処理及び清掃に関する

務

法律

対象者 対象者を限

事

定せず 事業期間 平成１

業

６年度 ～

実施方法 □直

評

営　■委託　□指定管

価

理　□補助・助成　□

シ

その他

ート （様式１）

会

Ｂ
　
事
　
業

計

　
実
　
績

２５年度実績

名

２６年度実績 ２７年度

担

実績 ２８年度計画

し尿

当

　　　　　 1,34

部

2kl し尿　　　　　

産

 1,268kl し尿

業

　　　　　 1,18

環

2kl し尿　　　　　

境

 1,200kl
浄化

部

槽汚泥　　22,16

一

1kl 浄化槽汚泥　　

般

21,400kl 浄化

会

槽汚泥　　22,12

計

5kl 浄化槽汚泥　　

施

20,670kl

　環

設

境センターの業務管理

管

を適正に行い、し尿及

理

び浄化槽汚泥処理を行

事

った。

成果

　環境セン

業

ターの省エネ診断結果

担

を今後のセンターの省

当

エネ管理に生かしてい

課

く。

課題

指標名称（単

ご

位）
実績値 目標値

２５

み

年度 ２６年度 ２７年度

減

２８年度 ３０年度

指標

量

指標
　近隣市（安城市

推

、知立市など）におい

進

ても市単独または一部

課

事務組合にて同様のし

款

尿処理場を整備してい

項

他市との る。
比較検証

目 担当係 資源・管理

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス

係

　
ト

単位：千円
２５年

4

度 ２６年度 ２７年度 ２



係

一般財源 42,323

4

43,412 43,2

2

98 43,699

職員

3

人件費　② 701 704 783 760

総事業費（①＋②） 43,024 44,116 44,081 44,459

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２７年度特定財源名称

２７年度までの累積事業費 0

２９年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成２

Ｐ
　
　
Ｌ
　

８

　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　

年

画
　
∨

Ａ
　
事
　
業
　
概

度

　
要

総合計画
分野 都市

（

環境

基本施策 循環型社

平

会・環境保全
施策体系

成

施策の内容 ごみ・し尿

２

の適正な処理

目
　
　
　

７

的

くみ取り対象世帯か

年

らのし尿収集業務を行

度

い

主
た
る
内
容

くみ取り

評

対象世帯からし尿を収

価

集し、適切に
、公衆衛

）

生の向上を図る。 処理

刈

する。

位
置
づ
け

関連計

谷

画 刈谷市一般廃棄物処

市

理基本計画

根拠法令 廃

事

棄物の処理及び清掃に

務

関する法律

対象者 市民

事

事業期間 昭和２８年度

業

～

実施方法 □直営　■

評

委託　□指定管理　□

価

補助・助成　□その他

シート （様式１）

会

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　

計

績

２５年度実績 ２６年

名

度実績 ２７年度実績 ２

担

８年度計画

し尿くみ取

当

り量 し尿くみ取り量 し

部

尿くみ取り量 し尿くみ

産

取り量
1,342kl

業

1,268kl 1,1

環

82kl 1,140k

境

l

　くみ取り対象世帯

部

からし尿を適切に収集

一

した。　

成果

　し尿等

般

の処理量は年々減少し

会

ており、今後、収集体

計

系の見直しが必要であ

し

る。

課題

指標名称（単

尿

位）
実績値 目標値

２５

収

年度 ２６年度 ２７年度

集

２８年度 ３０年度

指標

処

 
指標

　近隣市（安城

理

市、知立市など）にお

事

いても同様の事業を行

業

っている。
他市との
比

担

較検証

当課 ごみ減量推進

Ｃ
　
事
　
業
　

課

コ
　
ス
　
ト

単位：千円

款

２５年度 ２６年度 ２７

項

年度 ２８年度 ２７年度

目

（決算） （決算） （決

担

算） （予算） 事業費内

当

訳

事業費　① 42,3

係

23 43,412 43

資

,298 43,699

源

合計 43,298,4

・

85 円
委託料 43,

管

298,485 円

財

理

　
源

特定財源 0 0 0 0



2

特定財源 143 245

4

90 30 役務費 416,012 円
委託料 1,444,594 円

一般財源 4,320 3,914 3,290 4,358

職員人件費　② 701 704 783 760

総事業費（①＋②） 5,164 4,863 4,163 5,148

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２７年度特定財源名称

２７年度までの累積事業費 0 行政財産目的外使用料

２９年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成２

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ

８

　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　

年

∨

Ａ
　
事
　
業
　
概
　
要

度

総合計画
分野 都市環境

（

基本施策 循環型社会・

平

環境保全
施策体系

施策

成

の内容 ごみ・し尿の適

２

正な処理

目
　
　
　
的

清

７

掃センターの施設管理

年

の効率化を図る。

主
た

度

る
内
容

清掃センターの

評

施設管理の効率化、高

価

度化

位
置
づ
け

関連計画

）

刈谷市一般廃棄物処理

刈

基本計画

根拠法令 廃棄

谷

物の処理及び清掃に関

市

する法律

対象者 対象者

事

を限定せず 事業期間 昭

務

和５１年度 ～

実施方法

事

■直営　■委託　□指

業

定管理　□補助・助成

評

　□その他

価シート （様式１

Ｂ
　
事

）

　
業
　
実
　
績

２５年度

会

実績 ２６年度実績 ２７

計

年度実績 ２８年度計画

名

消防設備保守管理委託

担

消防設備保守管理委託

当

消防設備保守管理委託

部

消防設備保守管理委託

産

樹木管理委託 樹木管理

業

委託 樹木管理委託 樹木

環

管理委託
建物清掃委託

境

建物清掃委託 建物清掃

部

委託 建物清掃委託
空調

一

設備保守管理委託 空調

般

設備保守管理委託 空調

会

設備保守管理委託 空調

計

設備保守管理委託

　施

施

設の効率的な管理に努

設

め、管理費の縮減に努

管

めた。

成果

　施設管理

理

の更なる効率化に努め

事

る必要がある。

課題

指

業

標名称（単位）
実績値

担

目標値

２５年度 ２６年

当

度 ２７年度 ２８年度 ３

課

０年度

指標
 

指標
　

他

ご

市との
比較検証

み減量推進課

款 項

Ｃ
　

目

事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単

担

位：千円
２５年度 ２６

当

年度 ２７年度 ２８年度

係

２７年度

（決算） （決

資

算） （決算） （予算）

源

事業費内訳

事業費　①

・

4,463 4,159

管

3,380 4,388

理

合計 3,380,06

係

8 円
需用費 1,51

4

9,462 円

財
　
源



係

26 32,293

職員

4

人件費　② 351 35

2

2 392 380

総事業

2

費（①＋②） 16,142 32,715 15,918 32,673

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２７年度特定財源名称

２７年度までの累積事業費 0

２９年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成２

Ｐ
　
　
Ｌ
　

８

　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　

年

画
　
∨

Ａ
　
事
　
業
　
概

度

　
要

総合計画
分野 都市

（

環境

基本施策 循環型社

平

会・環境保全
施策体系

成

施策の内容 ごみ・し尿

２

の適正な処理

目
　
　
　

７

的

老朽化した公用車を

年

更新する。

主
た
る
内
容

度

業務の安全性及び円滑

評

化を図るため、ごみ減

価

量推進室が使用してい

）

るごみ収集車（いすゞ

刈

エルフ 2t 天然ガ

谷

ス車）を更新する。

位

市

置
づ
け

関連計画

根拠法

事

令

対象者 市職員 事業期

務

間 ～

実施方法 ■直営　

事

□委託　□指定管理　

業

□補助・助成　□その

評

他

価シート （様式１

Ｂ
　
事
　
業
　
実

）

　
績

２５年度実績 ２６

会

年度実績 ２７年度実績

計

２８年度計画

塵芥車　

名

2台 塵芥車　　　　1

担

台 塵芥車　　　　　1

当

台 塵芥車　　　　　1

部

台
トラック　　　1台

産

トラック　　　　1台

業

トラック　　　　1台

環

ブルドーザー　1台 フ

境

ォークリフト　1台 油

部

圧ショベル　　1台

必

一

要車両を購入した。

成

般

果

購入後10年経過、

会

走行距離10万km以

計

上の車両を順次更新す

自

る。

課題

指標名称（単

動

位）
実績値 目標値

２５

車

年度 ２６年度 ２７年度

購

２８年度 ３０年度

指標

入

指標

他市との
比較検証

等事業
担当課 ごみ減

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス

量

　
ト

単位：千円
２５年

推

度 ２６年度 ２７年度 ２

進

８年度 ２７年度

（決算

課

） （決算） （決算） （

款

予算） 事業費内訳

事業

項

費　① 15,791 3

目

2,363 15,52

担

6 32,293 合計 1

当

5,526,063 

係

円
役務費 18,007

資

 円

財
　
源

特定財源 0

源

0 0 0 備品購入費 15

・

,508,056 円

管

一般財源 15,791

理

32,363 15,5



2

41

総事業費（①＋②

2

） 17,728 22,170 1,090 100,141

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２７年度特定財源名称

２７年度までの累積事業費 0

２９年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成２

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ

８

　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　

年

∨

Ａ
　
事
　
業
　
概
　
要

度

総合計画
分野 都市環境

（

基本施策 循環型社会・

平

環境保全
施策体系

施策

成

の内容 ごみ・し尿の適

２

正な処理

目
　
　
　
的

不

７

燃物埋立場で使用する

年

設備の維持・管理を

主

度

た
る
内
容

不燃物埋立場

評

内で使用する設備の維

価

持管理及
行い、不燃物

）

埋立場の業務を適正に

刈

遂行でき び更新。
る状

谷

態を維持する。

位
置
づ

市

け

関連計画

根拠法令

対

事

象者 事業期間 ～

実施方

務

法 ■直営　□委託　□

事

指定管理　□補助・助

業

成　□その他

評価シート （様式

Ｂ
　

１

事
　
業
　
実
　
績

２５年

）

度実績 ２６年度実績 ２

会

７年度実績 ２８年度計

計

画

・プラスチック製容

名

器包装選 ・プラスチッ

担

ク製容器包装選 ・減容

当

施設詰所設備整備 ・P

部

ETボトル用減容機交

産

換
　別・減容機交換 　

業

別・減容機交換
・テレ

環

ビアンテナ設置 ・トラ

境

ックスケール更新

減容

部

施設詰所に手洗い用の

一

電気湯沸かし器を設置

般

した。

成果

不燃物埋立

会

場の設備を計画的に更

計

新する。

課題

指標名称

設

（単位）
実績値 目標値

備

２５年度 ２６年度 ２７

整

年度 ２８年度 ３０年度

備

指標

指標

他市との
比較

事

検証

業
担当課 ごみ減量

Ｃ
　
事
　
業
　
コ

推

　
ス
　
ト

単位：千円
２

進

５年度 ２６年度 ２７年

課

度 ２８年度 ２７年度

（

款

決算） （決算） （決算

項

） （予算） 事業費内訳

目

事業費　① 16,67

担

6 21,114 307

当

99,000 合計 30

係

7,260 円
備品購

資

入費 307,260 

源

円

財
　
源

特定財源 0 0

・

0 0

一般財源 16,6

管

76 21,114 30

理

7 99,000

職員人

係

件費　② 1,052 1

4

,056 783 1,1



2

人件費　② 0 0 392

4

0

総事業費（①＋②） 0 0 19,427 0

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２７年度特定財源名称

２７年度までの累積事業費 0 公共施設維持保全基金繰入金

２９年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成２

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ

８

　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　

年

∨

Ａ
　
事
　
業
　
概
　
要

度

総合計画
分野 都市環境

（

基本施策 循環型社会・

平

環境保全
施策体系

施策

成

の内容 ごみ・し尿の適

２

正な処理

目
　
　
　
的

公

７

共施設維持保全計画に

年

基づき清掃センター

主

度

た
る
内
容

清掃センター

評

外壁及び屋上防水の改

価

修工事を
の改修に必要

）

な工事及び委託設計を

刈

行う。 行う。また、平

谷

成２９年度大規模改修

市

工事を
行うため工事設

事

計委託を行う。

位
置
づ

務

け

関連計画

根拠法令

対

事

象者 事業期間 ～

実施方

業

法 □直営　■委託　□

評

指定管理　□補助・助

価

成　□その他

シート （様式１）

Ｂ
　

会

事
　
業
　
実
　
績

２５年

計

度実績 ２６年度実績 ２

名

７年度実績 ２８年度計

担

画

　 　 ・清掃センター

当

大規模改造設 　
　 　 計

部

業務委託 　
　 　 ・清掃

産

センター外壁等改修工

業

　
　 　 事 　
　　　――

環

――――― 　　　――

境

――――― 　　　――

部

―――――

　清掃セン

一

ターの外壁及び屋上防

般

水の改修工事を行い、

会

また、平成２９年度に

計

行う大規模改修工事の

施

設計委託を行った。

成

設

果

課題

指標名称（単位

改

）
実績値 目標値

２５年

修

度 ２６年度 ２７年度 ２

事

８年度 ３０年度

活動
指

業

標
活動
指標

他市との
比

担

較検証

当課 ごみ減量推進

Ｃ
　
事
　
業
　

課

コ
　
ス
　
ト

単位：千円

款

２５年度 ２６年度 ２７

項

年度 ２８年度 ２７年度

目

（決算） （決算） （決

担

算） （予算） 事業費内

当

訳

事業費　① 0 0 19

係

,035 0 合計 19,

資

035,000 円
委

源

託料 6,026,40

・

0 円

財
　
源

特定財源

管

0 0 4,000 0 工事

理

請負費 13,008,

係

600 円

一般財源 0

4

0 15,035 0

職員
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